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研究成果の概要（和文）：様々な小売りやサービス業が，会員制度の導入により住所，氏名，年齢などの個人情報を取
得し，この上で個々の会員の日々の購買データを合法的に取得しているのは周知の事実である．しかしそうした個人情
報を戦略的に活用できている企業は少ない．本研究では，前述した個人情報を有効に活用するための科学的経営戦略の
確立に貢献することを意図して，アパレル商品を扱う通信販売業や，ファッションブランドを扱う小売店舗がクイック
レスポンスに対応する際の科学的管理手法を提案した．また，通信販売業とファッションブランド企業から，特定期間
のデータの提供を受け，提案したモデルの有効性を検証するとともに，今後の課題も明らかにした．　

研究成果の概要（英文）：It is well-known that a variety of retailers and service industries have 
introduced some membership of customers to obtain information in reference to names, addresses, ages and 
other attributes of individual members, and further they collect daily consumer behavior of their 
members. However, it seems to be difficult to scientifically and strategically deal with the consumer 
behavior data they legally collected. In this study, we developed a method for scientific management 
based on the legal data particularly for direct mail or retailers dealing in fashion goods for women on 
the basis of "quick response". We also examined the effectiveness of the proposed method using some sets 
of actual data provided by a few firms, and could verify the effectiveness of the proposed method and 
clarify the future problems.

研究分野： マネジメント・サイエンス
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
ICTが本格的に実用化された21世紀を迎え

る頃から，合法的な手段で様々な顧客情報を
収集し，それを収益改善に利用しようとする
小売・サービス業が急増した．会員に対して
ポイントカードを発行することで，住所，氏
名，年齢，生年月日などの個人情報を取得し，
さらにこうした情報を下に ID 付き POS デー
タのような購買行動に関するデータを収集
するのはその典型例である． 
小売業やサービス業などにおいては，この

ように合法的に収集可能な個人情報を有効
に活用した経営戦略を立案することが重要
であるが，事前の調査では，企業ごとに様々
に試行錯誤しており，決定的な活用方法を見
出している企業はほとんどないことが明ら
かとなった．  
本研究では，小売業やサービス業を対象に，

個人情報を有効活用した科学的経営戦略の
確立に貢献することを意図して，特に女性を
対象としたアパレル製品，あるいはファッシ
ョン製品を対象とした場合の需要予測，ひい
ては最適発注量に関する数理モデルを提案
し，その有効性について検討する．  
 

２．研究の目的 
一般にアパレルあるいはファッション製

品は，製品を発注してからそれが納入される
までにリードタイムが存在する．このリード
タイムは，発注量に大きく依存しており，後
述の通信販売業の場合で，３，４か月程度の
大きさである．これに対して，小売店舗レヴ
ェルであれば発注量もそれほど大きくなく，
さらに製造業者は他店舗とも取引を行う関
係で少なからずの在庫を保有していること
から，リードタイムも４，５日あるいは１週
間程度であることが多い． 
このような違いは，本研究で提案する数理

モデルの本質には関係ないが，モデルの運用
に明確な差異があるため，以下では通信販売
業と店舗営業による小売業の場合とで区別
して議論することとする．ただし，これらの
２つの業態に共通して言えることは，次の通
りである． 
女性を対象としたアパレル商品あるいは

ファッション商品は基本的に季節商品であ
るため，過剰仕入れによって売れ残った商品
の価値は，翌シーズンになれば一気に小さく
なる．つまり，売れ残り商品は不良在庫とな
るのである．また過少仕入れは品切れ損失，
すなわち機会損失につながる． 
以上のような状況の下，本研究では通信販

売業と店舗営業の小売業に対して，それぞれ
の商品に対する需要予測の方法とそれに基
づいた最適仕入れ量の決定方法を提案する． 
 

３．研究の方法 
(1) 通信販売での需要量 
 通信販売の場合，店舗営業の小売り１店舗
に比べて，商品の取扱量が圧倒的に多い．し

たがって，その生産にも時間がかかり，販売
開始の３，４か月も前に需要量を予測して，
メーカーに発注しなければならない． 
 このような状況に対して，本研究では会員
に対して予約販売[2,7,9,10]を行うことを考え
る．ただし，この予約販売は通常の販売開始
の４，５か月前に行う．次に，予約販売での
販売量と通常販売でのそれが２変量正規分
布に従うと仮定する（これは企業から提供を
受けた実データで適合性を検証する）．この
仮定に基づけば，予約販売量が与えられると
通常販売での需要量の条件付き分布が得ら
れることとなる． 
 より具体的には次の通りである．予約販売
における商品 i の需要量を iX ，通常販売での
それを iYとし，   ),,2,1( , niYX ii X が２
変量正規分布  ,N μ Σ に従うと仮定する．た
だし 
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であり，さらに  ,X Y μ は  ,i iX YX の
平均ベクトルであり， 2

X ， 2
Y はそれぞれ iX ，

iYの分散である． 
 このとき，予約販売での商品 i の需要量

i iX x を観測したとき，通常販売での商品 i
の需要量 iYは  2,N    に従う[4]．ここに 
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である．したがって，式(1),(2)のパラメー
タの値がわかりさえすれば，予約販売での需
要量を条件として通常販売における需要量
の分布が得られることとなる． 
  
(2) 小売店舗での需要量 
小売店舗レヴェルでの最適仕入れ量を決定す
る問題についても同様の考え方を適用するこ
とができる．ただし，小売店舗レヴェルでの
販売量は先に述べた通信販売業のそれに比べ
てはるかに小さく，さらに製造業者も同じ商
品を複数の店舗に納品する関係で，いくらか
の在庫も有しているため，リードタイムは通
信販売業のそれに比べてかなり短い．したが
って，通信販売のように何か月も前に需要量
を予測して，製造業者に発注する必要はない
ことが多い．ここでは，販売を開始する前に
ある程度の量を仕入れておき，その売行きを
１週間ほど観測し，この観測値に基づいて最
終的な需要量を予測することを考える．この
ような方法は Quick Response と呼ばれる．こ
こで，最初の１週間での販売量と，最終的な
販売量が２変量正規分布に従うものと仮定す
れば，最終需要量の条件付き分布を上に展開
した通信販売における通常販売の条件付き需
要分布と同様にして導出することができる． 



 
(3) 最適仕入れ量 
 通信販売業においても，店舗形態の小売業
においても，それぞれの商品の需要分布が得
られれば，それを下にして最適仕入れ量ある
いは製造業者への最適発注量を決定するこ
とができる．このような問題は新聞売り子問
題と呼ばれ[1,3,5,6,7,9,12]，半世紀を超える歴
史があるにも関わらず，21世紀になった今日
においても更なる研究が報告されている[5,6]． 
以下に新聞売り子問題を概観する．  
商品 i の仕入れ価格，販売価格をそれぞれ
,   ( )w p w とする．さらに単位商品当たりの

残存価値，品切れ費用をそれぞれ ,  v c で表す．
ただし， v w p  である．このとき商品 i の
仕入れ量を iQ とすると，期待利益は 
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で与えられる．ただし， 
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である．商品 i の需要量が  2,N    に従うと
き，式(5)の期待利益を最大にするような最適
仕入れ量 *Q Q は 

Q p c w
p c v




        
               (7) 

なる Q に関する方程式の解である．ここに
  は標準正規分布の分布関数を表す． 

 

４．研究成果 
(1) 通信販売業における最適仕入れ量 
［データ］ 
 ここでは企業から提供を受けたデータを
用いて提案の方法の有効性に関する検証を
示す． 
 提供を受けたデータは，2004 年の冬シーズ
ンにおける商品 i の販売量に関するデータ

( , )i i iX YX  ( 1,2, ,i    1569) と各商品の価
格や仕入れ原価などに関するデータであり，
春に行った商品ごとの予約販売量 iX と，冬の
通常販売での販売量 iYに関するデータであ
る．また 2005 年の冬シーズンについても同
様のデータの提供を受けた．   
［検証方法］ 
2004 年度の予約販売，通常販売データを用い
て２変量正規分布のパラメータ推定を行っ
った．その結果は表１の通りである．  

表１ パラメータ推定値 

Year 2004 2005
59.02 506.42
80.51 818.28
799.43 1149.08

1019.84 1776.20
0.75 0.96

X

Y
X

Y
  

以下では，2005 年の通常販売での販売量
が不明であるとして式(7)を用いて最適仕入
れ量を求め，その結果と 2005 年の通常販売
での実データとの比較を行うことで提案モ
デルの有効性を検証する． 
 表１より，2005 年の平均予約販売量 X は
2004 年のそれよりもはるかに大きくなって
いるため，2005 年の  2,X X  が 2004 年のそ
れが同じ値になるようそれぞれ商品の予約
販売量の値を変換して，通常販売での需要分
布を導出した．次に，商品ごとの新聞売り子
問題のパラメータは表 2 のように設定した．
これは，価格などの具体的な値には守秘義務
があり，それらを標準化することで，その特
徴を表現するためである．．なお，単位商品
当たりの品切れ費用 cは，現実には経営者の
意図を踏まえてその値が決定されるべきパ
ラメータであるため，ここでは表２に示すよ
うな３通りの値を用いることとした． 
 

表 2 新聞売り子問題のパラメータ 
1

c

p
w
v

( ) 1,  ( ) 5,  ( ) 20p w p w p w     

0.1p 
0.05p 

 
 

表 2 の値は，品切れ費用の大きさに応じて 

 ( ) / 0.973Q       

 ( ) / 0.991Q       

 ( ) / 0.997Q       

を意味している． 
図 1 は，品切れ費用の値を ( ) 1c p w   と

したの場合の結果である．横軸が実際の需要
量を表しており，縦軸が提案のモデルにより
求められた最適仕入れ量である．これより明
らかに正の相関が認められるが，実際の需要
量が比較的小さな 10,000 未満の場合（黒い円
で囲んだ商品）の推定精度は比較的良好であ
るが，実際の需要量が大きな場合（赤い楕円
で囲んだ商品であり，以降これをヒット商品
と呼ぶ）には，最適仕入れ量の方が実現値よ
りもかなり小さな値を示していることがわか
る． 
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図１ 最適仕入れ量と実測値の比較 

（ ( ) 1c p w    ） 



 
 次に，品切れは単なる利益の逸失を表すだ
けではなく，信用の失墜にもつながることか
ら，品切れ費用をさらに大きくした場合の結
果を示す．図２，３はそれぞれ ( ) 5c p w   ，

( ) 20c p w   とした場合の最適仕入れ量と
実際の需要量の比較を示している．図２，３
と図 1 を比較すると，実測値が 10,000 以上
のヒット商品はここでも過小評価されてお
り，最適仕入れ量が実際の需要量よりも小さ
いことがわかる．これは，2004 年の予約販
売量が 2005 年のそれに比べてかなり少なく，
通常販売での販売量も，2005 年には前年の
1.7 倍に増加しているため，予約販売量の補
正のみでは不十分であったためと考えられ
る． 
 提供されたデータは，以上に展開したデー
タのみであったので，実データによる検証に
は限界があった．しかし，ヒット商品でない
商品については，上に説明したような事情に
関係なく良好な結果が得られたことについ
ては注目に値すると考えられる．また今後さ
らに何年かにわたるデータの提供があれば，
ヒット商品についてもより正確な検証が可
能となる． 
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図２ 最適仕入れ量と実測値の比較 
（ ( ) 5c p w    ） 

 

 

図３ 最適仕入れ量と実測値 
（ ( ) 20c p w    ） 

 
(2) 小売店舗における最適仕入れ量 
ここでは販売開始直後の最大で１週間の商

品 i の需要量と，販売期間終了時点での当該商
品の需要量を i X ( , )i iX Y とした．過去のデー
タや個人情報に関する十分なデータの提供が

得られなかったため，ここでは以下に展開す
るような方法で提案モデルを検証した．商品
の種類数はかなり大きかったため，約 1/3 の
商品のデータを用いて 2 変量正規分布のパラ
メータを推定し，残り 2/3 の商品の１週間の
販売量が与えられたものとして，最適仕入れ
量を求めた．その結果と実データを比較した
ものが図４である． 
図４は，横軸が販売量の実測値であり，縦

軸が提案のモデルにより得られた最適仕入れ
量である．なお，使用した新聞売り子問題で
のパラメータは表３に示す通りである． 

 
表３ 新聞売り子問題のパラメータ 

19,800〜28,000

c p w 

0.4p
0.2p

c

p
w
v

 

 

図 4 最適仕入れ量と実測値の比較 

 

 図４より，最適仕入れ量と実測値は明らか
に正の相関が認められる．次に，実測値の全
域にわたって最適仕入れ量が実測値を僅か
に上回っているものの，予測精度が良好であ
ると同時に品切れは認められないことがわ
かる． 
 
(3) 個人情報の活用 
以上は，特定の個人情報は利用しない場合

の結果である．本研究では様々な個人情報を
活用した場合の精度についても検討した．た
だし，そうした個人情報が取集できたのは，
通信販売業の会員のみであるため，以下の議
論は通信販売業に限定される． 
詳細については省略するが，本研究では個

人情報に含まれる種々の属性に基づいて顧
客のセグメンテーションを行い，各セグメン
テーションでの予約販売量と通常販売にお
けるすべてのセグメントでの総販売量との
関係に注目した．その結果，多くの場合で商
品がターゲットとしている年齢層の予約販
売量が通常販売での総販売量に大きく関係
していることが確認されたが，必ずしもそう
はならなかった商品も少なからず存在して



いることがわかった．このことから，提案モ
デルはターゲティングの成否の判断に有効
であることを示唆している． 
年齢以外にも，次の属性に基づいてセグメ

ンテーションを行い同様の検討を行った． 
① 既婚か未婚か 
② 学生か社会人か 

その結果は，年齢ほどではないが，ここでも
提案のモデルがターゲティングの成否の判
断に有効であることが確認された． 
 提案のモデルの有効性は，パラメータの推
定精度に大きく影響される．景気動向に大き
な変化がなければ過去のデータを用いてパ
ラメータを推定し，それと当該年度の予約販
売量のデータを用いて通常カタログでの需
要量を予測すればよい．しかし，景気の変動
が大きい場合には，当該年度の傾向と似た過
去のデータを用いることが有効であると考
えられるが，このように臨機応変に対応する
には過去のデータを着実に蓄積しておくこ
とが必要不可欠である．また，過去のデータ
などが十分に蓄積されておれば，提案のモデ
ルは上とは異なる業務形態をとる小売業や
サービス業にも援用可能であると考えられ
る． 
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